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附則 

（略） 

第十六条 特定年度については、平成十九年度を目途に、政府の経済財政運営の方針との整

合性を確保しつつ、社会保障に関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所要の

安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成二十一年度までの間のい

ずれかの年度を定めるものとする。 

(以下略) 


